
1 款 1 項 1 目

19 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

23,000 23,000 23,000 23,000 23,000 115,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

介護予防支援者数(包括・平均) 人 265 270 270 278
介護支援専門員数 人 6 6 6 6
要支援２の認定者数 人 265 270 290 323
要支援1の認定者数 人 356 360 352 363

項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 7,672 15,685 6,799 11,133

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 13,509 10,743 4,567 14,313

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 2,440 3,977 1,988 3,977
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.30 0.50 0.25 0.50
人件費単価 8,135 7,954 7,954

3,977
合計 0 26,428 11,366 25,446

事業費
直接事業費 18,741 22,451 9,378 21,469
人件費 2,440 3,977 1,988

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

身体状況等の悪化防止

事業の内容

予防給付のケアマネジメントを適正に実施するための体制整備

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

介護予防支援の対象者が増加傾向にあるが、今後介護保険法の改正に伴う介護予防事業の動向を見極め
ながら支援体制を整備する。

事業の対象 介護認定審査会において要支援１・２と判定された高齢者等

根拠法令等
介護保険法

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 長寿介護課 電話番号（内線）： 544
記入者情報 所属長： 武智 茂記 担当責任者： 大谷 香代子

事務事業名 (介サービス)一般管理事務
予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
高齢者対策の充実

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

　今年度の成果指標が目標より実績が上回っており、介護支援専門員の負担が増加している。現在6名
体制であるが、今後も要支援認定者数は増加するものと思われ、介護支援専門員のスキルアップを図る
とともにより効率的に業務を行う必要がある。さらに、体制の強化、見直し（人員増を含む）を検討する必
要がある。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

介護支援専門員６名体制であるが、研修やケアマネ連絡会等を通じてスキルアップを図り、介護予防ケア
マネジメント業務を適正に実施できた。今後も要支援認定者数は増加傾向にあると思われるが、介護保
険法の改正に伴う介護予防事業の動向を見極めながら、体制整備に努める。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 3

目　　標 40人 45人 45人 0
実　　績 44.2人 46.3人 0 0

成果指標

成果指標
介護支援専門員一人当りの担当者数（介護予防支援業務実施者数／介護支援専門員数）

指標設定の
考え方

要支援者の数に応じた介護支援専門員を配置することにより、適切な介護予防ケアマネジメント（１人当たり４
０〜４５件）を行うことができる。

区分年度 25年度 26年度 27年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


